
 

令和２年度麻薬・覚醒剤乱用防止運動実施要綱 

 

第１ 名  称 

      麻薬・覚醒剤乱用防止運動 

 

第２ 目  的 

      麻薬、覚醒剤、大麻、シンナー、危険ドラッグ等（以下「麻薬・覚醒剤

等」という。）の薬物乱用は、乱用者個人の健康上の問題にとどまらず、

各種の犯罪の誘因など公共の福祉に計り知れない危害をもたらすものであ

る。本運動は、麻薬・覚醒剤等の薬物乱用による危害を広く国民に周知し、

国民一人一人の認識を高めることにより、麻薬・覚醒剤等の薬物乱用の根

絶を図ることを目的とする。 

   近年は、インターネットを中心とした誤った情報の流布等も一因となっ

て、大麻事犯検挙人員は過去最高を更新しており、特に 30 歳未満の大麻事

犯検挙人員は大麻事犯全体の半数以上を占める深刻な事態となっている。 

   薬物乱用を未然に防止するため、国・都道府県・関係団体が緊密に連携

し、特に青少年を中心に薬物乱用の危険性・有害性を正しく認識させるべ

く、啓発対象年齢層に応じて薬物乱用に関する基礎知識、薬物の具体的な

危険性・有害性、薬物乱用への勧誘に対する対応方法などを周知すること

で、麻薬・覚醒剤等の乱用拡大を防止するための対策を積極的に行うこと

を徹底する。 

  

第３ 実施期間 

      令和２年１０月１日から同年１１月３０日までの間とする。 

   ただし、都道府県の実情に応じて実施期間を変更することは差し支えない。 

    

第４ 実施機関等 

      主 催  厚生労働省、都道府県 

      後 援    公益財団法人麻薬・覚せい剤乱用防止センター 

      協 賛    内閣府、警察庁、法務省、最高検察庁、 

財務省税関、文部科学省、海上保安庁 

 

第５ 実施事項 

    １ 政府における実施事項 

    （１）広報機関等による啓発宣伝 

     政府広報等を通じた麻薬・覚醒剤等の薬物乱用による危害について

の全国的な広報活動を実施する。 

特に、大麻については、その危険性・有害性について正しい知識を

広く普及できるよう啓発活動をより重点的に行う。 

 

    （２）麻薬・覚醒剤乱用防止運動地区大会の開催 

         麻薬・覚醒剤等の薬物乱用防止の全国的気運の盛り上がりを期する



ため、全国６都市において開催する。 

但し、本年度は新型コロナウイルス感染症の感染防止に留意のうえ、

中止や規模縮小等を含め、地域の実情に応じて柔軟に対応する。 

 

    （３）麻薬・覚醒剤乱用防止功労者の表彰 

          麻薬行政の推進に関して、顕著な功績のあった者に対して表彰を行

う。 

 

   （４）麻薬・覚醒剤等に関する啓発資材の作成配布 

     麻薬・覚醒剤等の薬物乱用による危害とこれらの事犯の実態を周知

するため、ポスター、パンフレット等を作成・配布する。 

特に大麻については、危険な薬物であることを理解してもらえる

ような内容を盛り込む。 

  

    ２ 都道府県における実施事項 

    （１）広報機関等による啓発宣伝 

自己の広報機関を全面的に活用するとともに、取締関係機関、教育

関係機関等と連携を密にし、それぞれの実情に即した広報活動を実施

する。 

また、報道機関の協力を求め、本運動の普及徹底を図り、大麻や危

険ドラッグをはじめ薬物の危険性について理解してもらえるような啓

発宣伝を行うものとする。 

 

    （２）薬物乱用防止指導員、関係団体との連携による啓発活動の徹底 

     薬物乱用防止指導員、青少年健全育成団体等との連携のもとに、麻

薬・覚醒剤等の薬物乱用による危害等について地域における啓発活動

を積極的に行う。また、公益財団法人麻薬・覚せい剤乱用防止センタ

ーの活用についても考慮する。 

         また、「薬と健康の週間」等関連のある行事においてもこれらの乱

用防止の啓発に努める。 

     但し、本年度は新型コロナウイルス感染症の感染防止に留意のうえ、

中止や規模縮小等を含め、地域の実情に応じて柔軟に対応する。 

 

    （３）学校等における薬物乱用防止教室において、効果的な啓発活動が展

開されるよう周知徹底を図る。 

     但し、本年度は新型コロナウイルス感染症の感染防止に留意のうえ、

中止や規模縮小等を含め、地域の実情に応じて柔軟に対応する。 

 

    （４）相談制度の周知徹底 

          保健所の薬物相談窓口事業、精神保健福祉センターの薬物関連問題

相談事業等各都道府県の麻薬・覚醒剤等に関する相談制度を広く普及

し、その活用について周知徹底を図る。 


